
 

 

 

平成３０年度事業計画及び収支予算等の承認の件 

 

 
平成２９年度の事業運営に関して、テレコミュニケーション教育事業については、電話応

対コンクール、企業電話応対コンテスト、電話応対技能検定、電話応対研修等の事業を実施

し、電話応対品質の向上、参加者のスキルアップ等にお役立ていただきました。平成３０年

度もより多くの企業にご活用いただくために、各事業への参加勧奨に積極的に取り組むとと

もに、会員等の意見・要望等に基づき事業内容の更なる充実を図ります。 

ＩＣＴ活用推進事業については、中小企業の課題解決に資する内容のセミナー・講習会を

開催するとともに、標的型攻撃メール予防訓練サービスを提供し、会員及び情報通信サービ

ス利用者にご活用いただきました。平成３０年度も引き続きＩＣＴセミナー及び標的型攻撃

メール予防訓練サービス等を企画し、会員及び情報通信サービス利用者にお役立ていただけ

る事業を実施します。 

また、ホームページ、テレコム・フォーラム誌を活用してユーザ協会の活動内容を広く周

知するとともに、電話応対教育に関する各社の取り組み内容、ＩＣＴを事業発展に役立てた

事例等の情報を発信します。 

 

 

 

Ⅰ 基本方針 

 

テレコミュニケーション教育事業については、より多くの方にご活用いただけるように

広く事業紹介及び参加勧奨を行うとともに、事業内容の更なる充実に取り組みます。 

また、ＩＣＴ活用推進事業については、会員及び情報通信サービス利用者が抱える課題

の解決に資する内容をセミナー、情報媒体等を通じて情報発信を行います。 

 

 

  



Ⅱ 具体的な取り組み  

 

１．テレコミュニケーション教育事業 

（１）電話応対コンクールについては、より多くの企業にご利用いただけるように、様々な

チャネルを利用して広く事業の紹介を行うとともに、未参加企業・事業所に対して積極

的に提案を行い、より多くの事業所が電話応対品質の向上にお役立ていただけるよう参

加者の拡大を図ります。また、競技内容については、参加事業所及び参加者にとって有

益な施策となるように、内容の充実に取り組みます。 

◆目標延参加人数：１３，７００名 

（参考）過去３年間の参加者数の推移 

開催年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

参 加 者 数(名) １３，３８１ １３，７０３ １１，６２９ 

 

（２）企業電話応対コンテストについては、他の電話応対教育事業実施時に積極的な事業紹

介を行うとともに、機会をとらえて個社毎に事業内容を丁寧に説明し、参加事業所の拡

大を図ります。また、事業内容に対する意見･要望等を把握し、更なる充実に向けて改善

検討を行います。 

◆目標参加事業所数：４８０事業所 

（参考）過去３年間の参加事業所数・参加企業数の推移 

開催年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

参加事業所数（所） ４６９  ４５８  ４３５  

参加企業数（社） ２２１  １９２  １５３  

 

（３）電話応対技能検定については、企業等が検定の仕組みを人材育成の手段としてご活用

いただけるように提案活動を行う等、受検者数の拡大に取り組みます。また、指導者級資

格保持者の品質向上のための取り組みを充実し、指導力、審査力の向上を図ります。 

◆目標受検者数：１２，４３０名 

（参考）過去３年間の受検者数の推移 

開催年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

指導者級 ６２    ７１  ６２  

１  級 ２５４  ３０６  ３０８  

２  級 ８８０  １，６０１  １，４４２  

３  級  ２，２４１ ２，４００ ２，６００ 

４  級 ６，６２６  ６，６８８  ６，８０８  

合  計（名） １０，０６３  １１，０６６  １１，２２０  

                        （注）平成２９年度は見込み値 

 

（４）電話応対・ビジネスマナー等研修については、参加者のビジネススキルの向上及び参

加事業所のＣＳ向上等にお役立ていただけるよう、内容の充実に取り組みます。 



 

２．ＩＣＴ活用推進事業 

（１）ＩＣＴ活用推進事業については、企業が抱える課題に適合したＩＣＴコンテンツをタ

イムリーに提供するために、セミナーラインナップを更に充実させるとともに、独立行

政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）※1 及び一般財団法人クラウド活用・地域ＩＣＴ投資

促進協議会（ＣＬＯＵＤＩＬ）※2等との連携強化を図ります。また、セキュリティ意識の

向上にお役立ていただくために標的型攻撃メール予防訓練サービスを更に充実させ、会

員及び情報通信サービス利用者にご活用いただきます。 

開 催 年 度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

開 催 回 数（回） ４４４  ５４４   ６２３   

参 加 者 数（名）  １４，３５７  １６，７７２  １７，４９１  

参加事業所数（所） １０，４４１  １１，６６３ １２，２９３ 

（注）平成２９年度は見込み値 

※1 独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ） 

日本のＩＴ国家戦略を技術面、人材面から支えるために設立。（経済産業省所管） 

コンピュータウイルスやセキュリティに関係する調査・情報を中堅中小企業に提供。 

※2 一般財団法人クラウド活用・地域ＩＣＴ投資促進協議会（ＣＬＯＵＤＩＬ） 

地域の小・中規模事業者によるクラウドサービス等のＩＣＴ利活用を促進し、生産性・収

益性の向上を通じて地域創生に資することを目的に設立。総務省や各種団体と連携し、Ｉ

ＣＴ利活用の成功事例の周知活動を展開。 

 

（２）ＩＣＴに関する情報発信については、ホームページ、テレコム・フォーラム誌、メー

ルマガジンを活用し、ＩＣＴを事業発展に役立てた実例を紹介する等、会員及び情報通

信サービス利用者にお役立ていただける情報を発信します。 

 

３．会員サービスの充実 

会員向けサービスとして、遠隔地の利用者に向けたオンラインセミナー、eラーニング等

の新たなサービスを導入し、会員満足度の向上を図ります。 

また、ユーザ協会事業の認知拡大のために事業ＰＲを積極的に行いますが、平成３０年

度は商工会議所等が運営する会員向け商取引支援サービス「ザ・ビジネスモール」と連携

し、協会事業のＰＲに取り組みます。 

 

Ⅲ 平成３０年度収支予算等 

 

平成３０年度正味財産増減予算書は、次表のとおりです。 

なお、資金調達の見込みについて、借入の予定はありません。 

また、設備投資の見込みについて、重要な設備投資の予定はありません。 


